
四日市市職員給与条例の一部を改正する条例をここに公布する。  

令和元年１０月４日  

四日市市長   森   智  広  

四日市市条例第３０号 

四日市市職員給与条例の一部を改正する条例  

四日市市職員給与条例（昭和２４年四日市市条例第１５号）の一部を次の

ように改正する。  

 

改正後 改正前 

（期末手当） （期末手当） 

第６０条の２ 期末手当は、６月１日及

び１２月１日（以下この条から第６０条

の４まで及び附則第７４条第１項第３

号においてこれらの日を「基準日」とい

う。）にそれぞれ在職する職員に対して、

それぞれ基準日の属する月の規則で定

める日（次条及び第６０条の４において

これらの日を「支給日」という。）に支

給する。これらの基準日前１箇月以内に

退職し、又は死亡した職員（第６４条第

７項の規定の適用を受ける職員及び規

則で定める職員を除く。）についても同

様とする。 

第６０条の２ 期末手当は、６月１日及

び１２月１日（以下この条から第６０条

の４まで及び附則第７４条第１項第３

号においてこれらの日を「基準日」とい

う。）にそれぞれ在職する職員に対して、

それぞれ基準日の属する月の規則で定

める日（次条及び第６０条の４において

これらの日を「支給日」という。）に支

給する。これらの基準日前１箇月以内に

退職し、若しくは法第１６条第１号に該

当して法第２８条第４項の規定により

失職し、又は死亡した職員（第６４条第

７項の規定の適用を受ける職員及び規

則で定める職員を除く。）についても同

様とする。 

２及び３ （略） ２及び３ （略） 

４ 第２項の期末手当基礎額は、それぞ

れの基準日現在（退職し、又は死亡した

職員にあっては、退職し、又は死亡した

日現在。附則第７４条第１項第３号にお

いて同じ。）において職員が受けるべき

給料及び扶養手当並びにこれらに対す

４ 第２項の期末手当基礎額は、それぞ

れの基準日現在（退職し、若しくは失職

し、又は死亡した職員にあっては、退職

し、若しくは失職し、又は死亡した日現

在。附則第７４条第１項第３号において

同じ。）において職員が受けるべき給料



る地域手当の月額の合計額（育児短時間

勤務職員にあっては、第６条の４の規定

の適用を受けないものとした場合の給

料及び扶養手当並びにこれらに対する

地域手当の月額の合計額）とする。 

及び扶養手当並びにこれらに対する地

域手当の月額の合計額（育児短時間勤務

職員にあっては、第６条の４の規定の適

用を受けないものとした場合の給料及

び扶養手当並びにこれらに対する地域

手当の月額の合計額）とする。 

５及び６ （略） 

 

５及び６ （略） 

（期末手当の支給制限） （期末手当の支給制限） 

第６０条の３ 次の各号のいずれかに該

当する者には、前条第１項の規定にかか

わらず、当該各号の基準日に係る期末手

当（第４号に掲げる者にあっては、その

支給を一時差し止めた期末手当）は、支

給しない。 

第６０条の３ 次の各号のいずれかに該

当する者には、前条第１項の規定にかか

わらず、当該各号の基準日に係る期末手

当（第４号に掲げる者にあっては、その

支給を一時差し止めた期末手当）は、支

給しない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 基準日から当該基準日に対応する

支給日の前日までの間に法第２８条

第４項の規定により失職した職員 

(2) 基準日から当該基準日に対応する

支給日の前日までの間に法第２８条

第４項の規定により失職した職員（法

第１６条第１号に該当して失職した

職員を除く。） 

(3)及び(4) （略） 

 

(3)及び(4) （略） 

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第６０条の５ 勤勉手当は、６月１日及び

１２月１日（以下この条及び附則第７４

条第１項第４号においてこれらの日を

「基準日」という。）にそれぞれ在職す

る職員に対し、基準日の前年の４月１日

以後で規則で定める期間におけるその

者の勤務成績に応じて、それぞれ基準日

の属する月の規則で定める日に支給す

第６０条の５ 勤勉手当は、６月１日及び

１２月１日（以下この条及び附則第７４

条第１項第４号においてこれらの日を

「基準日」という。）にそれぞれ在職す

る職員に対し、基準日の前年の４月１日

以後で規則で定める期間におけるその

者の勤務成績に応じて、それぞれ基準日

の属する月の規則で定める日に支給す



る。これらの基準日前１箇月以内に退職

し、又は死亡した職員（規則で定める職

員を除く。）についても同様とする。 

る。これらの基準日前１箇月以内に退職

し、若しくは法第１６条第１号に該当し

て法第２８条第４項の規定により失職

し、又は死亡した職員（規則で定める職

員を除く。）についても同様とする。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、

任命権者が規則で定める基準に従って

定める割合を乗じて得た額とする。この

場合において、支給する勤勉手当の額

の、次の各号に掲げる職員の区分ごとの

総額は、それぞれ当該各号に定める額を

超えてはならない。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、

任命権者が規則で定める基準に従って

定める割合を乗じて得た額とする。この

場合において、支給する勤勉手当の額

の、次の各号に掲げる職員の区分ごとの

総額は、それぞれ当該各号に定める額を

超えてはならない。 

(1) 再任用職員以外の職員 当該職員

の勤勉手当基礎額に当該職員がそれ

ぞれその基準日現在（退職し、又は死

亡した職員にあっては、退職し、又は

死亡した日現在。次項及び附則第７４

条第１項第４号において同じ。）にお

いて受けるべき扶養手当及びこれに

対する地域手当の月額の合計額を加

算した額に１００分の９２．５（特定

幹部職員にあっては１００分の１１

２．５）を乗じて得た額の総額 

(1) 再任用職員以外の職員 当該職員

の勤勉手当基礎額に当該職員がそれ

ぞれその基準日現在（退職し、若しく

は失職し、又は死亡した職員にあって

は、退職し、若しくは失職し、又は死

亡した日現在。次項及び附則第７４条

第１項第４号において同じ。）におい

て受けるべき扶養手当及びこれに対

する地域手当の月額の合計額を加算

した額に１００分の９２．５（特定幹

部職員にあっては１００分の１１２．

５）を乗じて得た額の総額 

(2) （略） (2) （略） 

３から５まで （略） 

 

３から５まで （略） 

（休職者の給与） （休職者の給与） 

第６４条 （略） 第６４条 （略） 

２から６まで （略） ２から６まで （略） 

７ 第２項、第３項又は第５項に規定する

職員が、これらの規定に規定する期間内

７ 第２項、第３項又は第５項に規定する

職員が、当該各項に規定する期間内で第



で第６０条の２第１項に規定する基準

日前１箇月以内に退職し、又は死亡した

ときは、同項の規定により規則で定める

日にそれぞれ第２項、第３項又は第５項

の規定の例による額の期末手当を支給

することができる。ただし、規則で定め

る職員については、この限りでない。 

６０条の２第１項に規定する基準日前

１箇月以内に退職し、若しくは法第１６

条第１号に該当して法第２８条第４項

の規定により失職し、又は死亡したとき

は、同項の規定により規則で定める日に

当該各項の例による額の期末手当を支

給することができる。ただし、規則で定

める職員については、この限りでない。 

８ （略） 

 

８ （略） 

 

（会計年度任用職員の給与） （非常勤職員又は臨時的若しくは期限付

き任用職員の給与） 

第６４条の４ 地方公務員法第２２条の

２第１項に規定する会計年度任用職員に

対する給与の種類及び基準については、

その職務の性質等を考慮して、この条例

によらず別に条例で定める。 

第６４条の４ 非常勤職員又は臨時的若し

くは期限付き任用職員に対する給与につ

いては、予算の範囲内でその職務の性質

等を考慮して、この条例によらず別に任

命権者が定めることができる。 

 

附  則  

この条例は、令和元年１２月１４日から施行する。ただし、第６４条の４の改正は、

令和２年４月１日から施行する。 

（総務部人事課）  


